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一
号
若
し
く
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
二
十
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
六
十
六
条
の
四
第
十
七
項
第
一
号

若
し
く
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
十
八
項
第
一
号
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
第
六
十
六
条
の
四
第
二
十
一
項
第
一

号
又
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
二
十
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
六
十
六
条
の
四
第
十
七
項
第
一
号
又
は
第

六
十
八
条
の
八
十
八
第
十
八
項
第
一
号
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
第
六
十
六
条
の
四
第
二
十
一
項
第
一
号
又
は
第
六

十
八
条
の
八
十
八
第
二
十
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
六
十
六
条
の
四
第
十
七
項
第
一
号
又
は
第
六
十
八
条
の

八
十
八
第
十
八
項
第
一
号
」
と
、「
第
六
十
六
条
の
四
第
二
十
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
二
十

二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
六
十
六
条
の
四
第
十
七
項
第
一
号
若
し
く
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
十
八
項
第

一
号
」
と
す
る
。

32

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
九
条
の
規
定
は
、
適
用
事
業
年
度
分
若
し
く
は
適
用
連
結
事
業
年
度
分

の
法
人
の
道
府
県
民
税
若
し
く
は
法
人
の
市
町
村
民
税
又
は
適
用
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
き
外
国
居

住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
八
条
第
一
項
又
は
第
五
項
の
申
立
て
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
国
税
庁
長
官
の
通

知
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

33

第
五
号
施
行
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三

十
九
条
第
一
項
及
び
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
第
六
十
六
条
の
四
第
二
十
一
項
第

一
号
又
は
第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
二
十
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
、「
第
六
十
六
条
の
四
第
十
七
項
第
一
号
又
は

第
六
十
八
条
の
八
十
八
第
十
八
項
第
一
号
」
と
す
る
。

34

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
条
第
一
項
の
規
定
は
、
適
用
開
始
翌
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
市

町
村
民
税
に
つ
き
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
八
条
第
三
項
の
規
定

に
よ
り
徴
収
の
猶
予
を
し
た
場
合
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

35

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
条
第
二
項
、
第
三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
規
定
は
、
適
用
開
始
翌

年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
市
町
村
民
税
又
は
個
人
の
事
業
税
に
つ
き
申
請
さ
れ
る
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
八
条
第
三
項
又
は
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
条
第
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
八
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
徴
収
の
猶
予
に
つ
い

て
適
用
す
る
。

36

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
条
第
四
項
及
び
第
七
項
の
規
定
は
、
適
用
開
始
翌
年
度
以
後
の
年
度
分

の
個
人
の
市
町
村
民
税
又
は
個
人
の
事
業
税
に
つ
き
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免

除
法
第
三
十
八
条
第
三
項
又
は
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
外
国
居
住

者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
三
十
八
条
第
五
項
の
申
立
て
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
国
税
庁
長
官
の
通
知
に
つ
い
て
適

用
す
る
。

（
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
十
一
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
三
の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用

し
、
平
成
二
十
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
十
二
条

個
人
が
施
行
日
前
に
取
得
等
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
取
得
等
を

い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
第
三
項
又
は
第
六
項
に
規
定

す
る
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
及
び
個
人
が
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
前
に
取
得
等
を
し
た
同
条
第
一
項
又
は
第
五

項
に
規
定
す
る
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
個
人
の
減
価
償
却
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
十
三
条

個
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る

特
定
農
産
加
工
品
生
産
設
備
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

平
成
二
十
八
年
分
の
所
得
税
に
係
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
三
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項

中
「
期
間
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
指
定
期
間
」
と
い
う
。）」
と
あ
る
の
は
「
期
間
」
と
、「
で
、
障
害
者
が
労
働

に
従
事
す
る
事
業
所
に
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
の
う
ち
そ
の
年
の
指
定
期
間
内
」
と
あ
る
の
は
「
の

う
ち
、
そ
の
年
」
と
、「
相
当
す
る
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
相
当
す
る
金
額
（
障
害
者
が
労
働
に
従
事
す
る
事
業
所
に

あ
る
資
産
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
に
該
当
し
な
い
も
の
に
あ
つ
て
は
、
当
該
金
額
に
平
成
二
十
八
年
一
月
一
日

か
ら
同
年
三
月
三
十
一
日
（
当
該
個
人
が
、
同
日
前
に
お
い
て
死
亡
し
、
又
は
事
業
の
全
部
を
譲
渡
し
、
若
し
く
は

廃
止
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
死
亡
し
、
又
は
事
業
の
全
部
を
譲
渡
し
、
若
し
く
は
廃
止
し
た
日
）
ま
で
の
期
間
の
月

数
を
乗
じ
て
こ
れ
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
）」と
す
る
。

３

前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
三
条
第
一
項
の
月
数
は
、
暦
に
従
っ
て
計

算
し
、
一
月
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
一
月
と
す
る
。

４

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
新
築
を
す
る
同
項
に
規
定

す
る
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

５

個
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
新
築
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
サ
ー
ビ
ス
付
き

高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
に
つ
い
て
は
、
同
条
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

６

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
五
条
の
規
定
は
、
個
人
が
附
則
第
一
条
第
十
五
号
に
定
め
る
日
以
後
に
取
得
又
は
建
設

を
す
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
倉
庫
用
建
物
等
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

７

附
則
第
一
条
第
十
五
号
に
定
め
る
日
前
に
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第

号
）
に
よ
る
改
正
前
の
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
五
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
旧
効
率
化
法
」
と
い
う
。）第
四
条
第
一

項
の
認
定
を
受
け
た
個
人
又
は
同
日
前
に
旧
効
率
化
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
確
認
を
受
け
た
個
人
が
平
成
二

37

平
成
三
十
年
一
月
一
日
か
ら
同
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四

十
条
第
二
項
、
第
四
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
第
四

十
一
条
の
十
九
の
五
第
十
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
六
項
第
一
号
」と
あ
る
の
は「
第

四
十
一
条
の
十
九
の
五
第
十
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
二
項
第
一
号
」
と
、
同
条
第
五

項
及
び
第
七
項
中
「
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
六
項
第
一
号
（
同
法
第
四
十
一
条
の
十
九
の
五
第
十
三
項
」
と
あ
る

の
は
「
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
二
項
第
一
号
（
同
法
第
四
十
一
条
の
十
九
の
五
第
十
項
」
と
す
る
。

38

外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
一
条
の
規
定
は
、
適
用
開
始
日
以
後
に
開
始
す
る
課
税
期
間
（
租
税
に

関
す
る
法
令
の
規
定
に
よ
り
租
税
の
課
税
標
準
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同

じ
。）分
の
租
税
（
課
税
期
間
の
な
い
租
税
に
つ
い
て
は
、
そ
の
納
税
義
務
が
適
用
開
始
日
以
後
に
成
立
す
る
租
税
）

に
関
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
情
報
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
得
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
の
原
則
）

第
五
十
七
条

別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下
「
新

租
税
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。）第
二
章
の
規
定
は
、
平
成
二
十
八
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二

十
七
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
障
害
者
等
の
少
額
公
債
の
利
子
の
非
課
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
十
八
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
提
出
す
る
同
項
に
規
定
す
る
特
別
非

課
税
貯
蓄
申
込
書
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
提
出
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特

別
非
課
税
貯
蓄
申
込
書
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る

経
過
措
置
）

第
五
十
九
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
二
の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設

を
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
に
つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前

に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境

負
荷
低
減
推
進
設
備
等
及
び
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

施
行
日
か
ら
電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第

号
）
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第

十
条
の
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
二
条
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
、「
第
三
条
第
二

項
」
と
す
る
。

（
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
十
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平

成
二
十
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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